
長野県知事が長野県護国神社の崇敬者会会長を務めていたことに関する会長 

声明 

 

阿部守一知事は、２０１１年４月から長野県護国神社の崇敬者会会長を務め、

２０１７年１０月の台風の強風で倒壊した神社鳥居などの修復事業の趣意書に

宮司らとともに名を連ね寄付金を募った。 

報道によれば、崇敬者会会長には一部を除く歴代長野県知事が就任し、阿部守

一知事においても知事一期目に会長に就任したとされていることからすれば、

崇敬者会会長に就任したのは長野県知事の立場にあるからにほかならず、県知

事の職務内容やその社会的影響を考え合わせると、これを純粋な私人としての

活動と評価することは困難である。確かに、長野県知事という肩書きが直接使わ

れていた訳ではないが、阿部守一氏が長野県知事であることは周知の事実であ

り、その名前だけであっても、崇敬者会会長が長野県知事であると県民に判断さ

れる懸念を払拭することはできない。 

日本国憲法は、平和主義とともに、基本的人権の中核をなす信教の自由を守り、

多様な価値観を尊重する民主主義社会を堅持するための制度的保障として、政

教分離原則を掲げている。政教分離原則は、他の宗教を排斥する中で戦前の軍国

主義を国家神道が支えた反省に基づき、政治と宗教の厳格な分離を定めたもの

であって、宗教団体が国から特権を受け又は政治上の権力を行使することを禁

止し（第２０条１項後段）、国及びその機関がいかなる宗教的活動をすることも

禁止している（同３項）。 

護国神社は宗教法人であるところ、県政の最高責任者である知事がその立場

において、護国神社の活動を支援する組織である崇敬者会会長を務めたり、護国

神社のために寄付金を集めたりすることは、護国神社を援助、助長、促進する効

果をもたらすものとして、政教分離原則に違反する疑いが極めて強いといわざ

るを得ない。 

当会は、憲法を擁護すべき立場にある法律家団体として、政教分離原則に照ら

し、憲法違反の疑いのある行為について、従前の長野県知事等の対応も含め、重

大な懸念を表明すると共に、阿部守一知事に対しては、速やかにその是正を求め

る。 

以上 

 

２０１９年（令和元年）９月１４日 

長野県弁護士会 

会長 相 馬 弘 昭 


